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健康福祉課 2
低所得者支援及び定
額減税補足給付金支
給事業

物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。
低所得世帯への給付金及び事務費
R5均等割のみ課税世帯100千円、
R6非課税化世帯100千円、
R6均等割のみ課税化世帯100千円、
子ども加算50千円、
定額減税を補足する給付

低所得者世帯等

住民税非課税世帯等18,300千円　183世
帯
子ども加算2,200千円　23世帯44人
調整給付98,180千円　2,344人
需用費338千円
役務費656千円
業務委託5,690千円

125,363,354 125,363,354 125,352,716 R6.6.21 R7.3.28
対象世帯に対して令和6年8月

までに支給開始
8月中に支給開
始

給付金の支給によりエネルギー等物価上
昇の影響を受けやすい低所得者の生活
者の支援ができたため効果的であった

健康福祉課 7
低所得者（住民税非課
税世帯）給付金支給事
業

物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。
低所得世帯への給付金及び事務費
R6住民税均等割非課税世帯30千円、
子ども加算20千円

低所得者世帯等 R7.3 R7.4以降
対象世帯に対して令和7年3月

までに支給開始

産業課 11
物価高騰対策生活応
援商品券事業（第2弾）

原油価格や生活必需品価格の高騰により
影響を受けている町民の経済的負担の軽
減のため、全町民を対象に1人あたり3,000
円分の商品券を配布する。

町民

使用店舗数115店舗
換金枚数36,375枚、商品券使用率96.15%
商品券換金費用36,375千円
換金手数料1,200千円
消耗品、印刷代、郵送代等1,571千円

39,163,558 39,613,558 39,613,558 R7.1.6 R7.3.31 商品券の利用率：90％ 96.15%
使用率は9割を超え、生活者支援となった
だけでなく、地域の消費喚起にもつながっ
た。

教育委員会 12
小中学生保護者物価
高騰支援事業

物価高騰による学校給食の食材費の値上
がりによる保護者への負担を抑えるため、
臨時交付金を活用し一部の賄材料費を町
で負担する。

保護者 219,200食×20円分負担 72,084,628 4,384,000 4,384,000 R6.4.1 R7.3.31
保護者の給食費負担が軽減さ
れる給食費の値上げ分：0円

0円
値上げ分を給食費に転嫁しなかったこと
で、保護者の給食費負担が軽減された。

教育委員会 13
保育園児保護者物価
高騰支援事業

物価高騰による民間保育所の副食費の値
上がり分を補助する。町営保育所の副食
費の値上がりによる保護者への負担を抑
えるため、臨時交付金を活用し一部の賄
材料費を町で負担する。

町内保育所
保護者

町営保育所賄材料費負担分　385千円
町内私立保育所等への補助　602千円

12,287,755 987,000 987,000 R6.4.1 R7.3.31
保護者の副食費負担が軽減さ
れる給食費の値上げ分：0円

0円
値上げ分を給食費に転嫁しなかったこと
で、保護者の給食費負担が軽減された。
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